物品の買入れ等に係る競争入札参加資格審査申請書の提出要領
綾川町　


　
●この要領において、県内業者とは香川県内に本店（本社）がある者、県外業者とは県内業者以外の者をいいます。また、営業所とは、本店（本社）、支店（支社）、営業所等をすべて含みます。

●入札参加資格の有効期間は、１年間（平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日）です。

●複数の営業所から申請する場合は、本社からの一括申請となります。

●綾川町では、平成24年度入札参加資格者名簿については、町HPにて公表します。

●個人住民税の特別徴収実施確認書（県内の主たる事業所が所在する市町の税務担当課窓口で確認印を受けたもの。その市町に居住する従業員がいない場合は、従業員が最も多く居住する県内市町の税務担当課窓口で確認印を受けたもの）及び個人事業者の方は上記特別徴収実施確認書に加えて、個人住民税の滞納が無い旨の証明書（平成２３年１月１日現在の申請者の住民登録地の県内市町にて証明を受けたもの）が提出書類として必要となります。

１　提出方法

申請書類を記入の上、次の審査日時に提出書類を持参又は審査場所まで郵送してください。
　

２　審査日時・場所

・県内業者、県外業者同時に受付けます。

・申請は持参・郵送（最終日の消印有効）どちらでも可能です。

・受付時間を厳守してください。

・FAXの利用はできませんので、書類に不備がないか事前に十分ご確認ください。
	審査日時（閉庁日を除く。）
	審査場所

	平成２４年２月１日（水） ～１０日（金）

    午前 ８時３０分 ～ 午後５時００分
（ただし、土・日曜日を除く）
	綾川町役場１階総務課（綾川町滝宮２９９番地）


３　提出書類（コピーで提出する書類は、必ずＡ４判に統一すること。）

　　１．提出部数　　　　１部

　　２．ファイル　　　　　フラットファイル（グレー系、灰色等。Ａ４判）。

　　３．綴り方　　　　　　（１）下記に記載する提出書類の順番に綴じ込む

　　　　　　　　　　　　　（２）原本で提出する書類がＡ４判より小さい場合はＡ４の台紙に貼付。大きい場合は、折込

　　　　　　　　　　　　　（３）ファイルの背表紙下段に、商号を記載

（１）添付書類（指定様式は、様式集をダウンロードして使用してください。）
　　①納税証明書等
	対象
	税の区分
	証明書の種類

	すべての業者
	・法人税（個人は所得税）

・消費税及び地方消費税
	未納の税額がない旨の証明書

法人：様式その３の３
個人：様式その３の２

	県内に営業所がある業者
	香川県税

（すべての税目）
	未納の税額がない旨の証明書

	
	個人住民税
	「特別徴収実施確認書」･･･《様式第2号》
　　　県内の主たる事業所が存在する市町の担当課窓口で確認印を受けたもの。その市町に居住する従業員がいない場合は、従業員が最も多く居住する県内市町の担当課窓口で確認印を受けたもの

「個人住民税の滞納がない旨の証明書」（個人事業者）･･･《様式第3号》

平成23年1月1日現在の申請者の住民登録地の県内市町にて証明を受けたもの。
個人事業者は、上記の特別徴収実施確認書に加えて必要です。

	町内に営業所がある業者
	滞納がない証明書
	町税（すべての税目）の滞納がない旨の証明書･･《様式第4号》


＜備考＞

１）町税の滞納のない証明書の発行を請求するには、法人等の代表者印が必要になります。また、受領に当たり、窓口に来られる方の印鑑が必要です。交付手数料として、１通につき300円の町証紙が必要です。　

2） 県税の納税証明書の発行を請求するには、法人等の代表者印が必要になります。また、受領に当たり、窓口に来られる方の印鑑が必要です。交付手数料として、１通につき400円の県証紙が必要です。　

　　３）※県内に営業所がある県外業者においては、県内居住地に住民登録がない従業員がいる場合も「特別徴収実施確認書」は必要ですので、県内居住地の市町税務窓口にご相談ください。

　　４）「消費税及び地方消費税について未納の税額がない旨の証明書」は、免税業者も発行されます。
　②　身分証明書（申請者が個人の場合に限る。）（本籍地の市町村役場において発行）

3 商業登記事項証明書（申請者が法人の場合に限る。）

　　④　決算状況を明らかにする書類（申請者が法人の場合は、貸借対照表、損益計算書、余剰金計算書で申請日の直前の事業年度の決算のもの。個人の場合は、青色申告書など決算状況がわかるもの。）
　　⑤　営業に関し、許可、認可、登録等を必要とする業種については、これを得たことを証する書面又はその写し

　　⑥　ISO9001又はISO14001を取得している場合は、登録証の写し（登録証が日本語以外で記載されている場合は、日本語に訳したものを添付すること。）

　　⑦　委任状（申請者から営業所等の代表者に入札（見積）、契約及び代金の請求受領等の権限を委任する場合に限る。）《様式２》

　　⑧　誓約書《様式３》

　　⑨　入札に使用する印鑑等の届出書《様式４》

　　⑩　競争入札参加資格審査申請書受付票《様式５》

　　（注）①②③については、申請年月日前３ヶ月以内の日付けに限る。

　　⑪　社員に対する人権教育実施状況調べ（直近1年間の状況について）《様式1-3》

　　（注）社員に対して社会的責任に関する啓発や取り組みを行っている場合は、

提示してください。

４　提出書類の記入上の注意

　（１）　競争入札参加資格審査申請書
　　１申請者（本社情報）

　　　申請者は法人の場合は本社の代表者、個人の場合は本人とすること。

　　　印は、実印（法人は法務局、個人は市町村に登録している印鑑）を押印すること。

　　　申請者の電話番号は、法人の場合は本社の代表番号、個人の場合は事業所等の代表番号を記入すること。

　　　ISOの取得状況について記入し、取得している場合は登録証の写しを添付すること。なお、登録証が日本語以外で記載されている場合は、日本語に訳したものを添付すること。
　　２競争入札参加資格者に登載しようとする本社又は営業所等（契約先情報）

　　　申請者（本社）が町と直接取引を希望する場合　→　申請者（本社）について記入

　　　申請者が入札（見積）、契約及び代金の請求受領などの権限を営業所等に委任する場合　

　　　→　受任者となる営業所等について記入。なお、営業所等の代表者に権限を委任する場合は、法人等の代表者からの委任状を添付すること。

　　３業種番号
　　　別紙業種別営業種目一覧表（物品）の１～６９までの営業名中、登録を希望する業種番号の中から特に希望する種目をチェックすること。（希望する業種を大項目で最大５つまで選択してください。小項目には制限はありません）
　　４特約店・代理店及び主要取引メーカー関係

　　　申請者が特約店・代理店となっているメーカー名の欄は、製造元・総発売元など仕入先と特約店又は代理店契約を結んでいる場合については、その仕入先メーカー名を記入すること。この場合、特約店・代理店関係を証明する書類を添付すること。
　　　上記以外の主要取引メーカー名の欄には、特約店・代理店関係を除く主要な仕入先メーカー名を記入すること。

　　５営業経歴等
　　　①創業日は法人の場合は、商業登記事項証明書の設立年月日、個人の場合は事業等を開始した年月日を記入すること。

　　　②営業年数は上記の創業日から、申請日の属する月の初日までの通産の営業年数を記入すること。（１ヶ月未満は四捨五入すること。）

　　　③払込資本額は、申請日直前の決算時における、法人の場合は貸借対照表の資本金額、個人の場合は、所得確定書類の元入金額を千円単位（端数四捨五入）で記入すること。

　　　④現在資本額は申請日直前の決算時における、下記を千円単位（端数四捨五入）で記入すること。

　　　法人の場合＝貸借対照表及び余剰金計算書：（資本の部合計）－（配当金＋役員賞与）
　　　個人の場合＝所得確定書類：（事業主借＋元入金＋青色申告前の所得金額）－（事業主貸）

　　　⑤製造販売実績は申請日直前の決算時における、法人の場合は、損益計算書の売上高、個人の場合は所得確定書類の売上金額を千円単位（端数四捨五入）で記入すること。

　　　⑥従業員数は、本店及び支店等の全従業員で常時雇用している従業員の総数を記入すること。

　　

　　６その他
　　　①取引実績は、これまで官公署と取引実績がある場合に、官公署名、契約金額及び契約名称等を記入すること。（１契約単位とし３件まで）
　　　②営業上の許可、認可等の欄は、営業を行う上で許可、認可、登録等を必要とする業種の場合、その名称を記入し、またそれを得たことを証する書面又は写しを添付すること。

　　７申請担当者
　　　申請担当者欄は、申請内容に不明な点がある場合の連絡先となるので、実際にこの申請書を作成した担当者名等を記入すること。

（２）委任状、誓約書、入札に使用する印鑑等の届出書、競争入札参加資格審査申請書受付票
　　　別添の所定用紙に必要な事項を記入し、押印（受付票を除く。）のうえ提出すること。

（３）申請書及び添付する書類の作成に用いる言語等

　　　①申請書、決算状況を明らかにする書類は、日本語で作成すること。

　　　　なお、その他の書類で外国語で記載しているものは、日本語の訳文を付記し、又は添付すること。

　　　②申請書、営業経歴書及び決算状況を明らかにする書類に記載する金額については、日本国通貨で表示すること。

５　競争入札に参加することができない者

　　（１）次のいずれかに該当する者は、特別の理由がある場合を除くほか、競争入札に参加することができません。

　　　①契約を締結する能力を有しない者

　　　②破産者で復権を得ない者

　　　③契約の履行に当り、故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは数量に関して不正の行為をした者
　　　④競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げた者又は公正な価格の成立を害し、若しくは不正の利益をえるために連合した者

６　問い合わせ先

総務課（内線712・713）  綾川町滝宮299   TEL 087－876－1906

綾川町ホームページ　　http://www.town.ayagawa.kagawa.jp/
注意事項





申請方法等
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